
栃木県スキー連盟ＳＡＴスキーインストラクター規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、本連盟のＳＡＴスキーインストラクター（以下「スキーインストラクタ

ー」という。）について必要な事項を定める。 

２ スキーインストラクターとは、本連盟のスキーインストラクターと全日本スキー連盟が

認定した認定スキー指導員とする。 

（任務） 

第２条 スキーインストラクターは、地域・クラブ等の行事に積極的に参加するものとし、ボ

ランティア指導者として、又全日本スキー連盟公認スキー学校（栃木県内スキー場に限

る）の指導者として指導活動に当たることができる。 

２ 指導の対象は、初歩のレベルのスキーヤーとし、導入技術、基本技術の指導を行う。 

（ＳＡＴスキーインストラクター検定会の実施） 

第３条 ＳＡＴスキーインストラクター検定会（以下「インストラクター検定会」という。）

は、本連盟の主管において養成講習・検定方式により実施する。 

（検定員） 

第４条 インストラクター検定会は、本連盟会長から委嘱されたＢ級検定員２名、Ｃ級検定

員１名以上の資格を有する検定員３名が当たる。（内主任検定員はＢ級検定員以上の有

資格者１ 名） 

（検定会実施回数、会期） 

第５条 インストラクター検定会は、同一年度内において原則として２ 回実施する。 

２ 受検は、同一年度内において１ 回に限るものとする。 

３ インストラクター検定会の会期は、２日間を原則とし、受検者数の多少、天候の状   

況、その他特別な事情のあるときは、これを変更することができる。 

（実施要領及び認定基準） 

第６条 インストラクター検定会の実施要領及び認定基準は、次の各号に掲げるとおり定め

る。 

（１）養成講習は、１２時間とし、すべて集合講習とする。 

（２）養成検定は、次のカリキュラムに準じて実施し、基礎理論はレポート方式とす

る。 
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① 実技内容、１０ 時間（検定を含む） 

導入技術の取り扱い、平地での移動技術、傾斜地での移動技術（登り方、滑降、

制動技術、制動の回転技術、楽しむためのターンの組み立てによる回転技術） 

② 理論内容、２ 時間（理論テストを含む） 

指導者理論、スキー指導の安全管理、指導方法論 

（３）検定の評価 

① 実技の評価は、「できる」、「できない」で合否を判定する。 

② 理論の評価は、各課題のレポートを評価し、６０％以上をもって合格とする。 

（４）認定基準は、実技及び理論ともに合格した者をスキーインストラクターに認定す

る。 

（受検資格） 

第７条 受検者は、本連盟に所属する団体の会員で、次に掲げる各号に該当しなければならな

い。 

（１）所属団体長の推薦がある者 

（２）ＳＡＪ登録会員で、受検年度の４月１日現在、18 歳以上の者 

（３）申込時点までに級別テスト２級を取得している者 

（受検手続） 

第８条 受検する者は、受検願書に必要書類を添え、検定料と共に本連盟に提出しなければな

らない。 

（認定者の手続き） 

第９条 認定者は、年次登録料、公認料、ネームプレート代等を認定時に納入する。 

（結果の報告） 

第１０条 主任検定員は、検定会実施の結果を本連盟会長へ２ 週間以内に報告しなければなら

ない。 

（義務） 

第１１条 スキーインストラクターは、次の各号に掲げる義務を負うものとする。 

（１）スキーインストラクターは、本連盟が実施するＳＡＴスキーインストラクター研修会

に少なくとも２年に１ 回（隔年）参加し、修了しなければならない。 

（２）スキーインストラクターは、本連盟及び所属団体の事業には優先的に参加しなければ

ならない。 

（３）スキーインストラクターは、スキー傷害保険（ＳＡＪスキー補償制度準ずる）に必ず

加入すること。 
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（４）スキーインストラクターは、毎年年次登録料を納入しなければならない。 

（資格の停止） 

第１２条 スキーインストラクターが、ＳＡＴスキーインストラクター研修会を２年続けて未

修了の場合は、資格を停止する。 

（資格の停止の解除） 

第１３条 スキーインストラクターの資格の停止解除は、研修会修了をもって資格の停止を解

除できる。ただし、その場合の資格の有効は、研修会修了の翌年度から始まる。 

（資格の喪失） 

第１４条 スキーインストラクターで、資格の年次登録料を納期までに納入しないときは、ス

キーインストラクターの資格を喪失するものとする。 

２ スキーインストラクターの資格を返上したいときは、所属団体長を経て、本連盟会長に

その旨を届け出ねばならない。 

（規程の改廃） 

第１５条 この規程の改廃は、評議員会の議決による。 

 

 

 

（附則） 

１ この規程は、平成２５年１１月２日から施行する。

２ この規程は、平成２６年１１月１日から施行する。 
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